
ソフ トウェア開発 ・生産従事者 と生産の工業化

岩 本 純

Personnel and Engineering in Software Development 

            Summy Iwamotto

 Software development seems to be managed more like a craft or an art than like 

engineering or manufacturing, hiring many experienced or skilled personnel and re-

lying on  integrated, divided teams as in the early days of the  industry. Since the 

1980 s, rising demand for large-scale complex programs and encountering shortage 

of experienced programmers, software producers have pursued the more systematic 

production process, applying the concepts of software factory. 
 The factory approach to software development associates with the  de-skilling of 

personnel, specialization of labor, interchangeable parts (dividing large programs into 
modules), automated tools, standardized designs and control over production takes. 

 Part I of this paper examines software developers as the occupations included in 

the official category. Part focuses on the factory approach to japanese software 

producers.

1.は じ め に

D.ベ ルのテーゼ 「脱工業社会はサービスに基礎 を置いている。 したがって,そ れは人 と人と

のゲームである。重要なのは,生 身の筋力で もエネルギーでもな く,情 報である。その中心 をな

す人間は専 門職である。1)」を最広義 に理解する と,ソ フ トウェア開発 ・生産に従事す るSE

(システム ・エ ンジニア)や プログラマーも 「中心をなす人間」の一翼を担 うものと解釈できる。

しか し,「SEは 力仕事である」 と力説されたり,35才 定年説を始め として派遣労働,長 時間

残業,テ クノス トレス等2)の諸問題が指摘 されてきた。 また,開 発 ・生産工程の分業化,標 準化

の結果として,プ ログラマーの 「技能工化」3)の進行 も指摘されている。

わが国の ソフトウェア産業は,80年 代 に入 って急激に成長 し,そ れに伴 って調査研究も発展 し

てきている。これまでに報告された調査研究において指摘 されている点 は,次 の通 りである。

産業,企 業の側面 として,大 型汎用 コンピュータ向けのカスタムメイ ド(受 注一品生産)4)が

主流製品,労 働集約型生産,小 ・零細企業(企 業規模),独 立系(資 本系列)5)が 圧倒的に多い,

成長局面にある,重 層的下請け企業群問の分業構造,外 注依存度の高 さ,企 業,顧 客の首都圏へ

の集中と地方への進出などが挙げられる。

労働市場,従 業員構成の側面では,慢 性的な需要過剰,正 規従業員,高 学歴者の比率が高い,
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激 しい労働移動 と企業の内部労働市場化志向,低 い平均年齢 と短い平均勤続年数,完 全週休二日

制の普及,高 水準で平準化 している平均初任賃金などである。

ソフ トウェア産業及び企業の特性,地 方展開の現状 とその変化,ソ フトウェア開発 ・生産工程

の分業化,標 準化の現状 と職務内容に与える影響及び職業,余 暇意識などを把握 ・分析するため

に,90-91年 度の本学部共同研究費の助成 をえて,吉 井博明とともに,企 業及び従業者に対する

面接調査,質 問紙票による企業調査(厂 ソフ トウェア産業の現状 と今後の方向に関する調査」)及

び個人調査(「SE,プ ログラマーの職業意識に関す る調査」〉を実施 した。本稿締切 日までにそ

の一部を除いて調査結果の集計が間に合わなかったので,調 査に基づいた分析 ・報告は次稿に譲

らざるをえない。 したがって,本 稿を次稿の序章 として位置づけ,企 業インタヴュー,厂 企業調

査」の一次集計を利用 しながら,ソ フトウェア開発 ・生産工程従事者の位相,ソ フトウェア生産

の工業化の現状について考察 したい。

2.ソ フ トウ ェア産業

ソフ トウェア産業 は,情 報サービス産業(総 務庁 ・日本標準産業分類)ま たは情報処理産業

(通産省 ・産業構造審議会)に 含 まれ,後 者の分類によるとコンピュータ製造業お よび半導体製

造業 とあわせて情報産業 と定義 される。情報処理産業は,コ ンピュータを利用 したサービス業に

限定 し,ソ フ トウェア業,情 報処理サービス業,情 報提供サー ビス業の3業 態を指すが,情 報

サービス産業はより広範な範囲を含 んでいる。本稿の趣旨からすると,情 報処理産業 を使 う方が

適切か と思 われるが,日 本標準産業分類に基づいた通産省 『特定サービス産業実態調査報告書一

情報サービス業編』(以 下 『特サ ビ調査』 と略す)を 引用する機会が多いので,情 報サービス産

業 とい う用語を使いたい。
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わが国の情報サービス産業は,50年 代後半のコンピュータ ・メーカーによる計算セ ンターの設

立に始 まる。すなわち,情 報処理サービス業から60年代後半のソフ トウェア業そ して70年 代前半

の情報提供サービス業の形成へ と移行 している。 しかし,情 報サ ービス各社は,こ れ らの業態に

個々に区分 されるのではなく,こ れら業態にまたがっている企業が多い。歴史的経緯をみると,

技術的に相対的に高度な分野へ,す なわちより付加価値の高いそれへ と業務内容ない しはその目

的を移行す る傾向にある。80年 代前半の受託計算から80年 代後半のソフ トウェア開発へ,そ して

今 日,受 託計算部門のバ ッチ処理からVANへ,ソ フ トウェア開発部門のSI(シ ステム ・イン

デグレーシ ョン)サ ービス,ネ ットワーク ・サービスの提供へとシフ トしている。
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4.マ イ コ ン制御 ソ フ トウ ェ ア

5.通 信 ソ フ トウ ェア

『特サビ調査』(1989年)に よれば,情 報サービス産業の事業所数は5,587事 業所,従 業者数は

37万7113人,年 間売上高は4兆3514億 円である。この中,「 ソフ トウェア開発 ・プログラム作成」

が57.7%を 占め,年 々その比率を拡大 している。従業者規模別では,「10-29人 」規模が最 も多

く(32.3%),99人 以下の事業所が全体の85.0%を 占め,500人 以上 の事業所が1.8%で しかない

ように,圧 倒的に小 ・零細企業に依存 している。 これは,産 業及び企業自身が発展途上にあるこ

とをも物語っている。市場の急成長の故に,製 品の差別化や販売網の確立 といった制度的条件が

未確立であ り,新 規参入 を阻むような生産技術的条件 もない。規模の不経済性,範 囲の経済性が

作用する領域である。 しかも開業にあたって設備投資その他を殆 ど必要とせず,小 額の資本金で

事足 り,極 端にいえば紙 と鉛筆そ して人問関係(仕 事の発注元)さ えあれば開業できるといわれ

ている。

こうして次々に既存企業からスピンアウ トし小 ・零細企業が設立されてい く6)。それは 『特サ

ビ調査』や本稿に間に合わなかった我々の 厂企業調査」の一次集計(回 答数 ・635社)か らも窺

える。従業者規模が小さい程,業 務開始年 または会社創立年が新 しい。

創立 された企業の多 くがその後成長をとげ,従 業者数区分が開業時から下方移動 している企業

がゼロであるとの報告7)もあ り,全 体 として上 り坂基調 にあるのだろう。確かに,完 全週休二 日

制実施企業は,84.9%(1989年 度 ・全国全産業平均は,9.6%),情 報処理に関する資格(2種,

1種,特 殊 など)の 取得 を奨励 している企業 は,77.3%と 極めて高率である。労働力不足時代の

今 日,労 働条件により付加価値 を付与せざるをえないのは全産業に共通 している。 この産業の雇

用者の平均的学歴水準の高さに加えてより高学歴者を求める傾向,何 よりも人材に大 きく依存せ

ざるをえない生産方式の発展段階,そ して同職種間の人の移動が,全 国平均を大 きく上回って平

準化させているといえる。

企業イ ンタヴューの度 に倒産事例 について質問 したが,そ うした事例 を知る機会は多 くはな

かった。キーパ ンチ等データ書 き込みや要員派遣を主業務 とする企業が僅かにあった。市場の動

向に合わせて,よ り高付加価値の業務への転換が遅れた企業である。我々の 「企業調査」では,

郵送 した調査票の2.8%(93社)が 宛先不明で返送 され,そ の他に倒産ないしは業務停止が2社,

業務変更ない しは業種転換が6社 あった。

後に述べるように,ソ フ トウェア開発 ・生産の生産性 を高めるために工業化が模索 されてはい

るが,『 情報サービス産業白書1991』 が労働集約型か ら知識集約型産業への転換を提唱 している

ように,未 だ人材に大 きく依存 した労働集約型産業である。情報サービス産業全体の年間売上高

の伸 びは,1979-1989年 の10年 間で7.3倍 であるのに対 し,従 業者一人当 りのそれは1.75倍 で し

かないことでも明かである。より優劣な人材確保の点で困難を伴う中小企業 は,高 付加価値化競

争の中で知識集約型への転換か,労 働集約型 として下請け企業として系列化 されるか選別の時代

を迎 えている。
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3.ソ フ トウ ェア技術者

ソフ トウェアの開発 ・製造 ・保守の各工程に従事する技術者に対する需要が供給 を大幅に上回

る状況が指摘 されて久 しい。4年 前,通 産省 ・産業構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委

員会提言で は,2000年 時の需要数が214.5万 人に対 し,供 給数が118万 人であ り差引96.5万 人(内

訳は,SEが42.2万 人,プ ログラマーが54.4万 人)の 需給ギャップが生 じると予想 されている。

そ して,そ の需給ギャップを解消するための政策手段 として,生 産性の向上(ソ フ トウェア開

発 ・保守技術の向上やソフ トウェア技術者の技術力の向上 による)及 びソフトウェア技術者給源

の充実整備(学 校教育,企 業内教育,就 業構造転換などによる)が 主なものとして挙げられてい

る。生産性 向上効果 を考慮すると,SEが31.2万 人,プ ログラマーが9.1万 人,合 計40.3万 人の

需給ギ ャップとなる。不足数の77.4%がSEで ある8)。
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各種調査報告書においても,よ り技能を要する上流工程を担当する人材不足が指摘されている。

さらに,ハ ー ドウェア技術や通信技術の革新 を背景 としてシステム化の高度化,多 様化,複 雑化

そ して大規模化が求められ,「 提案SE」 に代表 されるような従来 とは異なったより高度な技能,

知識及び資質をもったSEの 需要に向かってお り,ま すますその傾向に拍車がかかっている。す

なわち,「従来のような定型的な業務 を中心 とした業務系 システムから経営戦略に直結す る意志

決定のための戦略的システムへ移行」 し,「単なる情報処理技術者 としての能力ばか りでなく,

経営分析能力を身につけたシステム ・コンサルテーシ ョンがで きる機能 も要求され」,「戦略的情

報システム構想を提案 し,設 計 ・開発 ・運用までを総合的に行える」企業,技 術者が求められる。
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ま た,シ ス テ ム 化 は,「 部 門 間 統 合 シ ス テ ム(CIM)か ら企 業 間 シ ス テ ム,海 外 ネ ッ トワー

ク ・シ ス テ ムへ 」,デ ー タベ ー ス は,マ ーケ テ ィ ン グ ・デ ー タ ベ ー ス へ と大 規 模 化,広 域 化 が は

か られ て い る。 さ ら に,ハ ー ドウ ェ ア の 高機 能 化,多 機 種 化 に伴 い 「ソ フ トウ ェ ア に関 す る技 術

ば か りで な く,コ ン ピ ュ ー タの性 能 評 価 や 異 機 種 間接 続 技 術 な どハ ー ドウ ェ ア,ネ ッ トワ ー ク に

関 す る 知 識 も重 視 され る よ うに な って きて い る9)」。

今 後 需要 が 集 中 す るSEに 対 し,プ ロ グ ラマ ー は標 準 化,機 械 化,自 動 化 な どの ソ フ トウ ェ ア

生 産 技 術 の 進 展,プ ロ グ ラ ミ ング の 海 外 委 譲 に よ る省 力 化 が 可 能 とみ な され て い る。我 々 の 「企

業 調 査 」 に お い て,将 来 予 測 と して 各 社 が重 視 す る環 境 変 化 項 目の 中 「SEの 不 足 」 を挙 げ た企

業 は76.7%(487社)に 対 し,「 プ ロ グ ラ マ ー の 不 足 」 は20.1%(130社)で しか な い。

実 際 に,情 報 サ ー ビス 産 業 の従 業 者 の 中,1989年 に はSEが31.0%を 占め,こ の年 に初 め て プ

ロ グ ラ マ ー(28.1%)の 比 率 を抜 い た 。 ま た そ の伸 び率 も80年 代 に 入 って 高 くな り,80年 の そ れ

の8.6倍 に 上 昇 し て い る(全 体 は4.0倍)。 しか し,配 属,資 格,待 遇 な どの 点 でSEと プ ロ グ ラ

マ ー の 区別 を して い な い 企 業 が,我 々 の 「企 業 調 査 」 で は過 半 数 を 占 め て い る事 実 も看 過 して は

な ら な い。

4.ソ フ トウェア技術者の範囲

総務庁,労 働省などの公的な職業分類では,技 術者は 「02鉱工業技術者」,「03農林水産業 ・食

品技術者」,「04その他の技術者」(職 業中分類)に 分類 される。80年 代末までの定義は,各 々の

分野 「において科学的 ・専門的知識 と手段を生産に応用 し,生 産における企画 ・管理 ・監督 ・研

究などの科学的 ・技術的な業務に従事するものをいう。 この業務を遂行するには,通 例,大 学な

どにおける自然科学に関す る専門的訓練 またはこれ と同程度以上の知識 と実務経験 を必要 とす

る。」 となっていた。91年 の 『職業名解説 ・労働省編職業分類』では,各 職業の資格要件に関 し

ては細分類の項に移 り,各 々の分野 「についての高度な理工学的知識や技術 をはじめ長期問の実

務経験が要求される。大学あるいは大学院で理工学の領域 を専攻 していると入職に有利である」

と改訂されている。

情報処理技術者は,「04そ の他の技術者」に含 まれ,職 業小分類では 「044情報処理技術者」と

して分類 され,「 電子計算機 による情報の整理 ・加工 ・蓄積 ・検索などに関す るシステムの分

析 ・設計,プ ログラムの設計 ・作成 についての技術的な業務に従事するものを言う。電子計算

機 ・数値制御工作機械の操作などに付随 して,軽 易なプログラムの作成 ・修正の業務に従事する

ものを除 く。」 と定義される。そして 「044-0シ ステム ・アナ リス ト」,「044-20シ ステム ・エ

ンジニア」,「044-30フ ロ゚グラマー」に細分類 される。

「コンピュータ処理の対象業務 とコンピュータの利用形態についての概略の設計 をするシステ

ム ・エ ンジニアをとくにシステム ・アナ リス トとい うことがある。……コンピュータ処理業務の

定義,シ ステム仕様の作成,業 務形式の設計,デ ータ項 目の設計,デ ータの定義,シ ステムの見

積 りなど情報 システム全般に関わることを調査,分 析,設 計,評 価する。その他のプロジェクト

計画の概要の作成,現 行 システム ・手続き ・組織などの調査 と分析 を行 う」のが,シ ステム ・ア

ナリス トの職務範囲である。

システム ・エ ンジニアの職務は,厂対象業務における情報の流れや情報量を調査分析 し,情 報

の整理 ・加工 ・蓄積 ・検索など情報処理業務の種類に応 じて,シ ステムの概要設計書,詳 細設計

書 を作成す る10)」。プログラマーのそれは,「 システム設計書 に従 って,… …各種のプログラム

一47一



設 計 を行 う。 … …手 順 を図 式 化 した フ ロ ー チ ャー トを作 成 し,プ ロ グ ラ ム 設 計 書 に従 って プ ロ グ

ラ ム言 語 を記 述(コ ー デ ィ ング)す る。 こ の プ ロ グ ラ ム とテ ス トデ ー タ を コ ン ピ ュ ー タ に入 力 し,

… … 必 要 な プ ロ グ ラム 修 正 を繰 返 し
,保 守 用 の 解 説 書 や操 作 手 引 書 を作 成 す る」。

情 報 処 理 技 術 者 の 仕 事 は,「 シ ス テ ム の 分 析 ・設 計 」 と 「プ ロ グ ラ ム の設 計 ・作 成 」 に 分 割 さ

れ,前 者 の要 求 分 析,要 求 定 義 を シ ス テ ム ・ア ナ リス トが,概 要 設 計 か ら詳 細 設 計 ま で をSEが,

後 者 を プ ロ グ ラ マ ー が 担 当 す る。 資 格 要 件 に つ い て は,「 コ ン ピ ュー タ に よ る情 報 処 理 シ ス テ ム

に関 す る高 度 な専 門 的 知 識 が 要 求 され る」 部 分 は,三 者 に 共 通 して い る 。 異 な る の は,プ ロ グ ラ

マ ー に有 利 な資 格 が 「一 種 ま た は 二 種 情 報 処 理 技 術 者 」 で あ り,前 二 者 に は 「特 殊 情 報 処 理 技 術

者 」 が 共 通 して お り,SEに は さ ら に 「情 報 処 理 技 術 士 」 が 加 わ る 。 そ して,専 門 的 知 識 以 外 に

技 術 と 「長 期 間 の 実 務 経 験 が 要 求 され る」 の はSEだ け で あ る。

こ れ ら職 種 の 主 要 な給 源 は(と くに 中小 の ア プ リケ ー シ ョン専 業 ・ソ フ ト ・ハ ウス),情 報 処

理 系 専 門 学 校 卒 で あ り,理 系 大 卒 の 比 率 は 極 め て 少 な い。 『ソ フ トウ ェ ア 技 術 者 の 労 働 市 場 に 関

す る調 査 研 究 』 で は,調 査 対 象 者380人 中,理 系 大 卒 は29.2%11)で あ る。 ま た,こ の 職 種 の 活動

が 最 初 に始 ま っ た 大 手 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーの 殆 どで,ソ フ トウ ェ ア 開 発 事 業 を本 格 的 に始 動

した頃 か ら高 校 卒 を採 用 して い た 。 例 え ば,東 芝 で は プ ロ グ ラ ミ ング に従 事 す る従 業 員 の 中,そ

の 約 半 分 が 高 校 卒 で あ る12)。

新 しい分 類 で は,学 歴 要 件(入 職 に有 利 な 学 歴 水 準)か ら有 利 な 資格 に代 わ って,分 類 上 の 定

義 は現 実 に接 近 した 。 コ ンパ イ ラ ーや プ ロ グ ラ ム ・ジ ェ ネ レー ター な どの 導 入 に よ って,プ ロ グ

ラ ミ ング工 程 は か な りの 自動 化 が はか られ て い る 。 しか し,オ ペ レー タ ー は 区 別 され て は い るが,

シ ス テ ム ・ア ナ リス ト,SE及 び プ ロ グ ラマ ー は,一 括 して情 報 処 理 技 術 者 と して 扱 わ れ て い る。

もっ と も 「043-10測 量 士 」 の上 位 分 類 が 「043測 量 技 術 者 」 で あ る よ う に,そ れ は情 報 処 理

の 分 野 に 限 っ た こ とで は な い 。 そ れ で は,国 外 の分 類 に眼 を む け て み よ う。

ILOの 『国 際 標 準 職 業 分 類 』 で は,職 業 大 分 類 ・「専 門 的,技 術 的 及 び 関 連 従 事 者 」 の 中,

職 業 中 分 類 ・「0-8統 計 者,数 学 者,シ ス テ ム ・ア ナ リス ト及 び 関連 テ クニ シ ャ ン」 に 分 類 さ

れ る 。 そ して,「0-83シ ス テ ム ・ア ナ リス ト」(職 業 小 分 類)の 「0-83.10シ ス テ ム ・ア ナ リ

ス ト」(細 分 類),「0-84統 計 ・数 学 テ ク ニ シ ャ ン」(小 分 類)の 「0-84.20コ ン ピ ュ ー タ ・プ

ロ グ ラ マ ー」(細 分 類)に 至 る。

「1 .10シ ス テ ム ・ア ナ リス ト」 の 職 務 は,「 デ ー タ処 理 と そ の 要 求 を分 析 す る。 ま た,自

動 デ ー タ処 理 の 運 用 につ い て の 助 言,適 切 な シ ス テ ム及 び手 順 に つ い て の 開発 を行 う。 デ ー タ処

理 に基 づ く特 定 の ア ウ トプ ッ ト要 件 の確 認 の た め に,顧 客 ま た は管 理 者 と協 議 す る こ と。 デ ー タ

処 理 シ ス テ ム利 用 に 関す る運 用 及 び 費用 を評 価 査 定 す る こ と。

… …要 求 分 析
,概 要 設 計,詳 細 設 計,コ ー デ ィ ン グ,テ ス ト,デ バ ッグ の 工 程 に従 事 す る労 働

者 の 活 動 を 調 整 す る こ とが で き る 。 最 適 なA.D.P設 備 の タ イ プ を顧 客 に助 言 し,ま た,新 ・旧

の デ ー タ処 理 シ ス テ ム に 関 す る,段 階 的 切 り替 え の 実 行 や 平 行 運 用 の計 画 を通 して,A.D.P.シ

ス テ ム の 設 置 を指 示 し,調 整 す る こ とが で きる」。

「0-84 .20コ ン ピ ュ ー タ ・プ ロ グ ラ マ ー」 の そ れ は,「 詳 細 な ロ ジ ッ ク ・ワ ー ク フ ロ ー ・

チ ャー ト及 び ダ イ ア グ ラム を準 備 し,内 部 チ ェ ッ ク及 び必 要 な 他 の 制 御 を考 慮 して,入 力 デ ー タ

準 備 と コ ン ピ ュ ー タ処 理 操 作 の た め の ス テ ップ列 を確 定 す る。 プ ロ グ ラ ム 言 語 を使 って,フ ロ ー

チ ャー ト及 び ダ イ ア グ ラム を コ ン ピ ュー タ ・プ ロ グ ラ ム に 変換 す る。

使 用 す る コ ン ピ ュ ー タ機 種 に適 した機 械 処 理 命 令 を得 る た め に,プ ロ グ ラ ム を コ ー ド形 態 に変
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換,ま た は,変 換 を指 示 す る。 プ ロ グ ラ ム の 確 実 性 をテ ス トす るた め に,サ ンプ ル ・デ ー タ に よ

る テ ス トを行 い,必 要 に応 じて プ ロ グ ラ ム を修 正 す る 。 コ ン ピ ュー タ操 作 要 員 の た め の 取 扱 説 明

書 を作 成 す る13)」。

こ こで は,す で に シ ス テ ム ・アナ リ ス トと プ ロ グ ラ マ ーが 中分 類 上 で 区 別 され て お り
,プ ロ グ

ラマ ー は,エ ン ジ ニ ア で は な くテ クニ シ ャ ン と して 類 型 化 され て い る 。

コ ン ピ ュ ー タ の発 祥 地 ・ア メ リカ で は,コ ン ピ ュ ー タ 関連 職 種 は 「テ ー タベ ース 」 や 厂通 信 」

な ど の情 報 処 理 に 関す る機 能 要 素 を一 つ の 独 立 した 単 位 と して,約50種 存 在 す る と い わ れ て い る。

しか し,セ ンサ ス の基 礎 とな る労 働 省 『職 業 概 要 便 覧』 で は,「 コ ン ピュ ー タ及 び 関 連 職 業 」 に

シ ス テ ム ・ア ナ リス ト,プ ロ グ ラマ ー,操 作 要 員 が 分 類 さ れ ,他 の エ ン ジ ニ ア と は区 別 さ れ て い

る 。 そ の 学 歴 要 件 は,エ ン ジニ アが 初 職 に就 くた め に 大 卒 の資 格 が 求 め ら れ る が
,シ ス テ ム ・ア

ナ リス ト もプ ロ グ ラマ ー も,実 際 に ほ とん どの 就 業 者 が 高 等 教 育 の履 修 者 で あ っ て も職 業 の資 格

要 件 で は な い。 使 用 者 は,基 本 ソ フ ト分 野 で は理 系 大 卒 を求 め る が ,ビ ジ ネ ス ・ア プ リケ ー シ ョ

ン ・ソ フ ト分 野 で は 高 卒 か ら文 系 大 卒 まで 幅 広 い 。 ま た
,シ ス テ ム ・ア ナ リス トの約 半 分 は,プ

ロ グ ラ マ ー 経 験 者 で あ り,こ の よ うな 経 歴 者 の 求 人 が 多 い た め,必 然 的 に プ ロ グ ラ マ ー の 学 歴 水

準 が 高 ま って い る14)。

しか し,少 な く と もプ ロ グ ラ マ ー は テ クニ シ ャ ンで あ る こ と は一 致 して い る。 わ が 国 に は,テ

ク ニ シ ャ ン と い う概 念 が 公 的,社 会 的 に 存 在 しな い の で 、 一 括 して 技 術 者 と総 称 さ れ る。 した

が っ て 、 わ が 国 の技 術 者 は 、 エ ンジ ニ アか らテ ク ニ シ ャ ン ま でSEか らプ ロ グ ラ マ ー まで を含 む

巾広 い 概 念 で あ る。 ま た,プ ロ グ ラ マ ー の 技 能 工 化 の 過 程 は,ソ フ トウ ェ ア 開発 の 工 業 化 ,自 動

化 の 結 果 と して 招 来 す る と と も に,プ ロ グ ラマ ー本 来 の 位 置 に戻 った とい え よ う。

5.エ ンジニア とテクニシ ャン

エ ンジニアもテクニシャンも共に,職 業分類では 厂専門的,技 術的及び関連職業」 に属する。

しか し,専 門的知識を獲得するための教育 ・訓練期間,技 能水準,威 信,給 与,従 って社会的地

位が異なる。エ ンジニアは,上 記の点で科学技術者 と同等 に扱われる専門的職業であ り,社 会階

層上 も中間階級の中位以上に位置づけられる。それに対 して,テ クニシャンは,設 計士や製図工

などと共に技術的職業としてより下位 に扱われる。社会階層上,ブ ルーカラーとホワイ トカラー

の境界線近 くに位置 し,そ れ故に,70年 代の始めにフランスのゴルツやツゥレーヌらが彼 らを

「新 しい労働者階級」に位置づけ
,厂脱工業化社会」の社会運動の担い手 として期待 した。

ILOの 分類では,エ ンジニア及びテクニシャンは 「0-2/0-3建 築士 ,エ ンジニア及 び

関連テクニシャン」に中分類され,建 築士及びエ ンジニアが9種,テ クニシャンが9種 に小分類

され,さ らに各々が49,43に 細分類 されている。小分類の定義 を 厂電気 ・電子エ ンジニア」 と

「同テクニシャン」の例でみると
,エ ンジニアは,「電気 ・電子工学問題の研究,電 気 ・電子シス

テム及び装置の設計,助 言,そ して電子 ・電気装置の開発,制 作,設 置,操 作,保 全に関する企

画及び監督」業務 を遂行 する。他方,テ クニシャンは,「 エ ンジニアの指揮 ・監督の下で,電

気 ・電子システム及び装置の設計,開 発,制 作,設 置,保 全 に寄与する技術 的な課業 を遂行す

る15)」。それには,研 究,開 発や,製 造などの技術的監督の補佐 も含まれる。

職業分類上の基本的な弁別基準は教育 ・訓練期間であ り,エ ンジニアは学士以上,テ クニシャ
ンは高校卒 または短大卒ないしは職業訓練校終了が要件 となる。 しか し,そ れも国によって異な

り,イ タリアでは,大 学工学部(5年 制)を 卒業するとエ ンジニアと呼称されるが,資 格ではな
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い。他方,工 業高校(5年 制)卒 業者には,テ クニシャンという国家資格が与えられる。アメリ

カの 『職業概要便覧』には,上 記の学歴要件が記載されているが,70年 センサスにおいてエ ンジ

ニアと自己申告 した約100万 人の中,41.3%が 学士号の所持者ではなかった。また,R.ザ スマ ン

によるニュー ・イングランドの金属加工及び電子部品製造の2工 場における面接調査では,各 々

25%,28%が 大卒ではなく,か つその殆 どが熟練工か ら短大を経てエンジニアになった者,あ る

いは職長,テ クニシャン,製 図工から昇格 した者である。他方では,大 卒が入社後エンジニア助

手 として試作ラインの職長,設 計士,製 図工の仕事から始める者 もいる17)。

エンジニアリングの出現によって,「手 と頭の労働が一つの技能のなかに体現 されて18)」いた

クラフトマ ンから,頭 の労働 を分離 しそれを専門に担当するエ ンジニアが誕生 した。1870年 代 に

アメリカの大学 を卒業 したエ ンジニアがGE,ウ ェスチングハウス社などに採用 され始め,エ ン

ジニアとい う職業が工業界で認められだしたのは,19世 紀末であった。そ して,エ ンジニアから

解放 した定型的労働 を専門的に従事するテクニシャンが生まれたのは,1920年 前である。1920年

及び1980年 の,エ ンジニア及び科学技術者 に対するテクニシャン,設 計士,製 図工の比率は,

各々44,.97(製 造業内の比率は,1950年 一.51,1980年 一.7919))で あ り,前 者に比 して後者の

伸びは著 しい。

わが国では,一 般的に職種や職務の概念が欧米 と異な り,そ のくくりが大 きく曖昧である(職

掌 とか職域 の分類基準が職種や職務に代わって使われることも多い)。 各人にはっきりと割 り当

てられた職務がある場合でも,必 要があれば担当する職務の範囲を越えて仕事をすることもある。

管理職から技術者,熟 練工,不 熟練工に至るまで,各 々の職種の境界線の内外で,手 伝いや応援

が 日常化 している。その際,他 人の領分 を侵す という考えはない。

他方,欧 米では職種の異同を問わず 自分に割 り当てられた仕事以外には手を出さない。まして

職種 を越えての越境はない。次に,実 際にエンジニアとテクニシャンとの間にみられる仕事の分

業 を,ニ ュー ・イングランドの2工 場の例か ら見てみたい。ニュー ・イングランドの金属加工工

場では,エ ンジニアは肉体的な手作業労働からほぼ完全 に切 り放されている。「エンジニアは,

設備や製品などの肉体的(作 用の)対 象と結合 したシンボルを操作するが,こ れらの対象その も

のを操作 しない。

時にはエ ンジニアも作業場で仕事 をすることもあるが,エ ンジニアは誰 も肉体的に機器類を修

理 した り操作 したり,あ るいは製品や部品の試作品を作った りしない。肉体的操作は,機 械工,

保全工,オ ペ レーター及びテクニシャンの仕事である20)」。 この慣行は,ブ ルーカラーが組織す

る労働組合の協約による規制 と使用者側の管理策 によって厳格に実施されている。前者 は,組 合

員の職務保障のために,そ して後者は,他 の職種 より高額の給与を取るエンジニアに、かれら本

来の仕事に専念させるためである。

肉体労働から排除されたエ ンジニアと肉体労働 を専業 とする熟練工,半 熟練工の中間にテクニ

シャンが位置する。「最 も重要なことは」,テ クニシャンの 「仕事が典型的に,エ ンジニアのそれ

に従属 し,依 存 していることである21)」と,ザ スマンは指摘する。ブレイバーマ ンも同様に,

「テクニシャンのとくに目だった特質は,」 「エ ンジニアや科学者の助手 として機能することであ

る。すなわち,よ り低い給料をもらい若干の訓練 を受けた人にまかせ られるようなきまりきった

仕事は,テ クニシャンの仕事 とされるのである22>」と述べている。

機械設計部門では,エ ンジニアは新モデルの機械設計及び旧モデルの変更にかんする全ての責

任 を負 う。エンジニアがまず設計の概要を作成 した後,設 計士及び製図工が詳細設計 を担当し,
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完成する。製図工はまた,機 械の簡単な装備 の設計 も担当するが,機 械本体の部分装備 よりも機

械 を制作す る際に必要 となる冶工具の設計が主である。両者の分業は先にみたエンジニァとブ

ルーカラーのそれのように厳格ではない。時 には,エ ンジニアが詳細設計まで担当 したり,製 図

工が もう少 し複雑な設計をした りすることもある。

テクニシ ャンが集中する主な職場 は,開 発段階の製品テス ト部門及び品質管理部門(最 終製品

や部品の検査)で ある。いずれもエンジニアの監 督,指 揮 ,指 示の下に,定 型的な繰 り返 し作

業を行 う。テクニシャン,設 計士及び製図工が従事する一般的によくみられる職務は,個 別のエ

ンジニアのアシスタントである。ちょうど上級管理職の秘書のような機能を遂行する。

テクニシャンは日常的に定型的労働 に固定化され,他 方,エ ンジニアはそれから解放 された。

ザスマンは,そ れ故に 厂高度に複雑な,そ してよ り技能的な仕事に集中しうるようになった」と

述べている。 しかし,他 方では 「エ ンジニアの技能は,殆 ど理論的ではなくしかも技術的でさえ

ない23)」と指摘するように,エ ンジニアの技能は,科 学的訓練よりも経験 とものに対する感性

が求められ,そ れは,実 務を通 した長期のキャリアによって培われる。これは,ザ スマンやミル

ズもいうように,多 くのエ ンジニアが思い描 く職業上の理念は,古 き時代のクラフ トマンシップ

であることでも明らかである。そのクラフ トマンは,「部分ではなく全体を見 る眼,仕 事の奥行

きを見る眼」,「労働過程とその目的を構造的 に把握することを可能にする」「イメージする能力」

を持っていた。技術革新 と科学的労働管理は,「 直接労働する者の頭のなかか ら,そ の労働 のイ

メージのほとん どを奪い去 り,直 接,労 働過程にタッチしない第三者がそのイメージを独占 し,

労働する者がイメージなき労働を強い24)」た。

ところで,わ が国で も80年代の中葉にテクニシャンなる概念が 『労働白書』 に現れている。M

E化 が製造業 ・大企業でかな りの進展 をみせ ,中 小企業にも波及 しつつある頃,ME化 の進展 に

伴 って新たに発生するプログラミング業務 より高度で幅広い技能と知識を要請される保守業務

などの担当者 は,技 能工以上のテクニシャン階層 の役割 と機能が必要になるというのである。

「マイクロエ レクトロニクス化の進展に対応 した新たな技能者像 とは
」,「生産工程のシステム的

管理能力を もった技能者であ」 り,「これまで技術者が担当 していた職務領域 をかなり取 り込ん

だ"テ クニシャン"と いわれているものに近づ くものと思われる」。実際には,プ ログラミング,

保全作業は,技 術者 と保全工を含む技能工とに分有されてお り,従 前の技術革新 とそれに伴 う現

場の職務編成 の変化がたどったように,新 技術の導入期から本格稼働期そ して安定期では,各 々

技術者主導から保全 ・技能工への委譲そ して保全 ・技能工主導へ と移 り代わっている25)。

先にみたアメリカにおけるテクニシャンの職務内容 も,わ が国では技術者か技能工が担当 して

お り(開 発段 階の製品テス トは新人の技術者が,最 終製品の検査は技能工が) ,ま た技術革新の

進展段階に対応 して,主 要な担当者が技術者 から技能工へ と代替 している。職務の守備範囲が厳

格でな く,人 々が職業,職 種 より所属企業や役職にたい してアイデンティティをもつために,ど

の職種がどの職務を担当するかが問われにくい柔構造 となっている。

ブレイバーマンがいう 「エンジニアリングの職業が大規模化 し,ル ーティン化 されうる職務に

従事するようにな り」,「大量のエンジニアリングの職 を生みだしたその同一の過程が,そ の職業

自体においておこっている26)」。 ソフ トウェア産業 もその例外ではない。前述のごとく,わ が国

ではSEと プログラマーの未分化 を許す柔構造の中で ,着 実に両者の分業化とその隔離が進行 し

ている。「労働過程のあらゆる段階が,可 能なかぎり特殊 な知識 と訓練 とから切 り離されて,単

純労働に還元される。他方,特 殊な知識 と訓練 を保有する比較的少数の人は,可 能なかぎり単純
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㌻

労働の義務から切 り離される27)」法則 と無縁ではない。

6.ソ フ トウ ェア生産のエ ンジニア リング化

1985-90年 のソフ トウェア生産工業化システム構築計画(Σ 計画)は,通 産省が音頭 をとり,

総額250億 円の予算が投 じられた。有力メーカー及びユーザー企業約200社 が参加 したこの計画は,

ソフ トウェアの生産性向上と品質向上を主な目的 としていた。Σワークステーションや各種ソフ

トウェア開発支援ツール(Σ ツール)な どの開発(Σ システム)で あ り,こ れによってほぼ労働

集約的に行われてきたソフ トウェア開発工程を標準化,部 品化することによりソフ トウェアの再

利用率を高め,生 産性及び品質の向上 に寄与するというものである。いわばこれまでメーカー企

業が各々個別に努力 してきたソフ トウェア開発生産のエ ンジニアリング化 を官民一体 となって推

進 しようとするものである。

しか し,『 日経コンピュータ』1991.2.21は,Σ 計画が間接的にもたらした4つ の成果を指摘 し

ているが,計 画そのものについては失敗 と断 じている。実用性や普及策に欠けたツールやワーク

ステーションしか生み出さなかった計画失敗の要因 として,借 入金で発足 した事業化プロジェク

ト,短 い(2年)開 発期間及びメーカー主導のプロジェク ト推進 という内部要因の他 に,計 画出

発時には予測できなかった外部要因の変化を挙げている。すなわち,UNIXの 国際標準化の進

展及びそれに伴 うワークステーシ ョンの急激な普及やパ ソコン通信網の普及 ・拡大などである。

Σ計画の直接 ・間接的影響 に関する評価はさしお くとして,こ の80年 代後半にはハー ド・シス

テム技術の発展を背景に,ソ フ トウェアの生産ッールや開発支援システムの普及が,中 小規模の

図3ソ フ トウ ェア開発 の発 展過 程

野 傭 代)手 工 業 含働

1960年

(ソフ トウェア
の時代)

1970年

工場制手工業

(ソ フ トウェア・
エ ンジニア

リング の時代)

日立 ソフ ト

ウェ ア工場

標準化

機械制工業

a.生 産組織

b.プ ロジ ェク ト管理

c.構 成方法

d.使 用言語

1980年

1990年

機械化※

c.単 一 構 成

d.ア セ ン ブ ラー

a.プ ロ ジ ェ ク ト・

チ ー ム

b.ク リテ ィ カル ・

バ ス法

c.モ ジ ュ ー ル構 成

d.ア セ ン ブ ラー 、

高 級 言 語

a.プ ログ ラ ミング

生 産 組 織

b.ク リ テ ィカ ル ・

バ ス法 、 目標 管 理

c.構 造 化

d.高 級 言 語

自動化
(CASEッ ーJVな ど)

※(コ ー ド・ジ ェ ネ レ ー タ ー 、

オ ン ラ イ ン ・デ ー タ ベ ー ス ・

ツー ル な ど)

(参 考 文 献)注28)に 同 じ
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企業にも拡大 している。

他の工業生産のようなソフトウェア開発生産のエンジニアリング化の試みは,ア メリカのIB
M,SDCに 始まり,わ が国の大手コンピュータ ・メーカーに引き継がれていった。設計か ら保

守 までの作業工程を分業化 し,各 工程 を標準化,部 品化,機 械化 し,そ してそれらを組織的,効

率的に管理することによって,生 産性,品 質の向上そ して製品の低廉化を可能にする。

ソフ トウェア ・エンジニアリングの時代は70年 代に入ってからである。製造業における工業化

に要 した期間が100年 であるのに対 して,ソ フ トウェアの場合 は20年 で しかないとの半ば賞賛的

な指摘 もあるが,ハ ー ドウェアをはじめ とする技術進歩 もさることなが ら,D .ドアのい う 厂後

発効果」が大いに寄与 しているのであ り驚 くに値 しない。

それ以前の 「きわめて個人的作業であ り,職 人的 といわれるほど個人差の大 きい」 ソフ トウェ

ア開発からの転換の画期 は,60年 代半ばのIBMの システム360用 基本 ソフ トウェア(OS)開

発である。ハードウェアの大型化,多 機能化に伴ってソフ トウェアの大規模化,複 雑化 さらに品

質管理が求められ,従 来の生産体制(組 織,要 員,作 業管理,生 産技術など)が 桎梏 となった。

70年 代の次期モデル ・システム370の 段階では,生 産技術 ,生 産設備,要 員管理をも含めた管理

技術に手が加えられ,個 々のプログラマーの作業管理から,モ ジュール化設計 を始めとする様々

な分業化,標 準化 を目指 したツールや技法が開発 された。第二の 「ソフ トウェア危機」意識が一

般化するのが この頃である。

わが国におけるソフトウェア開発生産作業の標準化の先鞭を切 ったのは,NTTの 前身 ・電電

公社であるが,大 手メーカーでは日立の戸塚工場の設立(1969年)に 始まる。70年 代後半には,

各社のソフ トウェア工場が出そろった28)。

M.カ スマノは近著 『日本のソフ トウェア工場』 において,わ が国の大手コンピュータ ・メー

カーが優れてソフ トウェア生産の工業化,す なわち工場アプローチに成功 した原因を探 っている。

比較 ・分析の対象が,大 手コンピュータ ・メーカー(日 立,東 芝,NEC ,富 士通)に 限定され

た日本の成功例 に対 して,ア メリカの失敗例がSDC社 の一社のみ という奇妙さ(確 かにこれ ら

の企業は,当 該事業所を 「工場」 と呼んでいる)が 残るが ,ソ フトウェア ・エンジニアリングに

ついての概念 と現段階を知 る上で,彼 の分析及び結論を要約するのも無駄ではない。

わが国の大手メーカーに共通す るソフ トウェア生産の工場アプローチに関する要因を,M.カ
スマノは,次 のように見ている。

(目標)1.ソ フ トウェア生産活動に対する戦略的経営及びそれに向けた全社的統合

2.「 計画的範囲の経済」の達成一 同一企業 または事業所内における製品群の開発 ・製

造によるコス ト低減,生 産性の増大

(実行)1.ソ フ トウェア開発過程の改善に対する熱意

2.同 種,類 似品への集中,そ れに適合的な開発過程,方 法の専門化及びそれ以外の開

発 ・生産の下請け化

3.開 発過程,製 品の品質に対する分析,管 理についての長期的な取 り組み

4.研 究 ・開発(ッ ール,技 法の自社開発)過 程の事業所または事業部 レベルの組織へ

の集中

5.新 人教育制度を通 した技能の標準化及び平準化

6.作 業標準に関する定期的な再検討,改 訂の制度化

7.組 織的なシステム仕様の再利用体制
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8.機 械化,自 動化(CASEッ ール)と 他の要素との統合

9.生 産性向上及び製品の信頼性から製品の高度化及び多様化への企業努力の転換29)

これ らの共通する要因が ソフ トウェア工業化 を成功させた原動力であるとされている。これに対

して,ア メリカのSDC社 が76-78年 に試みた工業化の挫折例について整理 してみる。SAGE

(アメリカ本土の防空システム)の システム開発のためにランド社のシステム開発部が独立 した

SDC社 は,60年 代末までアメリカ国防省 をほぼ唯一の取引相手 としていたが,顧 客側のインテ

グレーシ ョン ・サービス志向などにより,1974年 には国防省の取引は全体の30%に 過ぎなくなっ

た(80年 代中葉,ユ ニシスに併合)。 受注製品は,航 空管制システムや警察のインテ リジェン

ト・システムのような大型の基本ソフ トウェアであり,71年 から3年 の問に収益及び従業員数は

倍増 した。さらに今後のコンピュータ産業の課題はコス ト削減,生 産工程の組織化であるとの確

信,科 学的,経 済的,信 頼性の高い受注開発 を目指 して,カ ルフォルニア,サ ンタ ・モニカにソ

フ トウェア工場(シ ステム ・アナリス トを除いた200名 のプログラマー)を 開設 した。標準化及

び手順の方法論の基礎は,ア メリカ軍隊基準,ア メリカ空軍手引375要 件,優 良商慣行であった。

「工場」化 を構成するのは,プ ログラム開発の全工程及びプロジェクト管理 に関する標準化手

順,シ ステム ・エンジニアリングをプログラム生産及びテス トから区別 した組織構造,先 進的な

設計支援 ツール及びプロジェク ト管理ッールの3要 素である。 ここから,ラ イフ ・サイクル開発

工程,開 発 ・生産作業の一事業所への集中と設計,開 発,テ ス ト・評価の分業化,デ ータ ・ライ

ブラリー,ツ ールや技法の標準化,構 造化が生み出された。 しかし,78年 には新参者をはじめ と

して従業員の多 くが 「工場」慣行に従わな くなり,い つのまにか 「工場」アプローチは自然消滅

してい く30)。

先 に掲 げた日本大手コンピュータ ・メーカーの共通要因に関するSDC社 と日本メーカーのカ

スマノが指摘する相違を整理 したのが,図 一4で ある。両者 を比較する上であらかじめ考慮 しな

ければならない点は,第 一に,SDC社 の開発プロジェク トが政府 レベルの大型で複雑 な基本 ソ

フ トウェアであったこと。第二に,ハ ー ドウェアをはじめソフトウェア開発の外部環境が異なる

ことである。

図一4

目標 ・1

2

SDC社

全従 業員の動員の欠如
「工場」 の短命 さ

実行 ・1製 品の革新 に主眼

2製 品の種類,大 きさの変動

3

4

5

6

7

8

日本 ・メーカー

全社 的な取 り組 み

長期 的視野 での改 良

ソフ トウェア管理技術 に主眼

製 品,開 発過 程,市 場 の集 中

(情報,経 験 の集積 とその利用の可能性)

デー タ収集,分 析,開 発工程

への投資の消極性

開発成果 ≠組織 の蓄積

公的 な教育訓練,管 理 の欠如

時間,財 政的基盤 の欠如

組織的再利用 を促 進する手順,奨 励策

の未整備

ッール,オ ー トメ化 を主 眼

9時 間的余裕のなさ

企業 内の先行 部門の経 験 とその教訓化

(データ管理,品 質管理,QC)

全社 的取 り組 みに よる組織へ の蓄積

定期採用新 人の組織への蓄積

長期 的,漸 進的な改善

組織 的取 り組 み,管 理 シス テム化

(再利用 モデ ュール開発者 の報償制度 な ど)

製 品,利 用ハー ドの限定,外 部技術 の発 展

段 階的な導入,き めの細か い検討

製 品の洗練化,パ ッケ ージ化 の欠如
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カスマノ流にSDC社 の挫折,日 本のコンピュータ ・メーカーの成功 という結論 を前提に考え

ると,日 本 メーカーの成功要因の大半は労使関係 を含む日本的経営慣行 とその結果 もたらされた

生産技術の効果的,効 率的開発及び利用の優位性 に他ならない。成功か挫折の評価が2年 足 らず

の中になされたSDC社 に対 して,日 本メーカーは,長 期的視野にたった経営戦略 と経営管理の

下に様々な実行が行われている。 したがって,時 間をかけてデータを収集,分 析 ・管理 し,何 が

必要か,何 が実用に値するかを検討 ・決定 し,そ の結果,ツ ールや技法 を段階的に導入すること

がで きる。 これ は,ソ フ トウェアに限 らない。先行工業生産現場 の調査 をまとめたJ.ウ ッド

ワー ドが 「部品の標準化では,ど うして も,製 造作業の徹底 的な洗い直 しが必要になった。

……… もっぱら標準化 ,単 純化,専 門化 を目指す近代的な生産方法が単品生品の製造に向かない,

というのは当然だとしていた。 しかしなが ら,そ の部品生産 を分析 してみると,製 品とは違 って,

部品生産は標準化で きることがわかった31)」と報告 しているごとくである。

「工場」化を目指す生産技術が,そ の概念,理 念から出発するか(SDC社),現 行の改善,改

良の積み重ねによるか(日 本メーカー)の 相違が大きく影響 した。 日本の各メーカーは,出 発点

から 「工場」化 アプローチを念頭においていたわけではな く,製 品,開 発工程及び市場の集中に

与って作業の標準化,再 利用化の度合の高さに着 目していったことか ら始 まっている。

しか し,こ れらのソフ トウェアの工業化の例は,あ くまでも大手コンピュータ ・メーカーのも

のであって,ソ フトウェア産業の中心をなす中小企業に一般化することはできない。我々の 「企

業調査」の一次集計(回 答数 ・635社)か ら,幾 つかの数字を拾ってみる。

SE,プ ログラマーの生産性を 「把握 していない」企業は,僅 かに8.5%で あるが,「計測 して

いる」企業 は,34.2%,厂 計測 していないが,大 体 は把握 している」企業が,53.9%で ある。ま

た,組 織的なシステム仕様の再利用体制(実 行 ・7)で は,上 記の大手メーカー各社 はプラスの

サンクションとして再利用 ッール,技 法の考案 ・改良の実行者に対する報償制度 を設けている。

しか し,我 々の 「調査」では,全 体の19.4%の 企業にしか設置 されていなかった(従 業員100名

以上の企業で27%)。 同 じくQC活 動 を実施 している企業も20.3%で しかなかった。

工業化生産の追求は,職 人的,労 働集約的生産によって下支えられている。

7.内 部労働市場化 と教育訓練

日本大手メーカーのソフ トウェア開発 ・生産の工業化 を背景から支えるのは,ト ップから中間

管理職,現 場の開発要員まで含めた理念,戦 略に対する合意の形成,さ らにそれを円滑に実行す

るための組織的,技 術的な制度,慣 行の調整である(目 標 ・1,実 行 ・3,4,5,6)。 日本

メーカーでは同一企業内の先行製品生産を模範 とした教訓例にこと欠かない。紙幅の関係によ り

ここでは実行 ・5に ついて検討 したい。

ソフトウェア開発・生産従事者の移動性向が高 く、中小企業を中心に横断的労働市場が形成され

ているが,同 時に,大 手メーカー,大 手 ソフ トウェア企業ではかな りの内部労働市場化志向が進

んでいる。新規学卒者の定期採用 とその後の企業内教育訓練の制度化,慣 行化である。我々の

「企業調査」で も
,そ のことは確認 されている。「SE,プ ログラマーの採用方針」 に対する回答

では,厂定期採用に限っている」企業は13.7%(87社)と 少ないが,「 原則は定期採用だが中途採

用 も行う」企業は64.9%(412社)あ り,合 計すると78.6%に なる。小 ・零細企業ほど定期採用

不足分 を中途採用で代替せ ざるをえない。
「キャリアに応 じた教育研修制度の充実」 を図っている企業は

,39.8%(253社)と 少な く,一
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部大手企業を除 くと教育訓練の中軸はOJTで あり,人 材の内部育成の整備は今後の課題である。

企業インタヴューの段階で明らかになったので,質 問項 目か ら省いたため数字は挙げられないが,

訓練入口の新人教育は企業規模 をとわず1-3カ 月の集合教育が実施されている。

ソフ トウェア産業の調査 を数多 く手掛けてきた今野 ・佐藤は,内 部化の理由として外部労働市

場か らの大量調達困難さ,新 規学卒者の定着率の良さ,企 業特有の仕事の進め方を修得 し,協 調

性を備 えた技術者 を育成で きる点を挙げている32)。もっともこれ らの要因にはソフ トウェア開

発業独 自の特徴はないが,実 行 ・5に 関連するのは,と くに最後の点である。

ソフ トウェア開発 に対 しほぼ白紙の新人をゼロか ら育成することから始まる。プログラム言語

を初め とする開発 ・生産技術,技 能,ノ ウ ・ハウなどの本来的な技能 ・技術だけでな く,自 動化,

機械化に関する技能,ノ ウ ・ハウをも既存のもの として同時に修得,受 容させることが可能 とな

る点である。技法やツールの社内利用基準 を含めて,開 発工程の標準化,機 械化及び自動化の手

順,方 法 をほとんど抵抗 なく修得 させることができる。

さらに,工 業化に沿って開発要員問の分業化が進めば進むほど,そ の後の技術,技 能は,開 発

要員個人にではなく企業組織に蓄積するようになる。開発要員の内部化 を志向する企業性向の原

因をここに求めることができるだろう。 しかし,開 発要員の内部化の成就は,内 部昇進 を保証す

るキャリア ・パスの整備 とそれを制度のための制度としない中堅者教育の充実であろう。前述の

ごとく新人教育を除く教育研修制度の整備は今後の課題である。

8.お わ りに

大型汎用,カ スタム ・メー ド信仰の強いわが国でも異機種間接続,オ ンライン化を初め とする

外部環境の進展 にともなってダウンサ イズ化が話題に上っているが,カ スタム ・メー ドからレ

ディ ・メー ドのソフ トプロダク トへの移行 に関する予測は否定的33)である。また,ソ フ トウェ

ア開発過程が機械制工業化段階に到達 したとはいえ,現 実には,ま だまだ個人の能力に依存 して

いる。

しかし,ソ フトウェア開発要員問の分業化 は着実に進行 している。SEと プログラマー問の垂

直的分業のみならず,SEの 担当業務の特化が 目指 される中,SEの 専門化,す なわち水平的分

業が開始 されている。また,そ の背景 として企業間の垂直的分業(重 層的下請け構造)に 加えて,

永平的分業(企 業の事業内容の特化化)も 始まろうとしている。

注

1)参 考 文 献{以 下(参)と 記 す}-30・(上),pp.173-4.

2)(参)-13,14,15,21,22以 外 に,祢 津 加 奈 子,『 ソ フ ト技術 者 は なぜ 倒 れ た か』,に っか ん書 房,高 峰 友樹,

『コ ン ピ ュー タ社 会 の病 理』
,東 洋 経 済新 報 社 な ど参照 。

3)(参)-17,PP.154-165.

4)ソ フ トウ ェ ア 開発 は,受 託 ソ フ ト(カ ス タ ム メ イ ド)と パ ッケー ジ ソフ ト(ソ フ トプ ロ ダ ク ト)に 大 別 され

るが,89年 『特 サ ビ調 査』 に よる と前者 が85.9%を 占め て い る。

5)資 本 系 列 は,コ ン ピュ ー タ ・メ ー カ ー系,ユ ー ザ ー系,独 立 系,独 立 系 の子 会社 ・関 連 会 社 に 分 類 さ れ,

我 々 の 「企 業調 査 」 で は後 二 者 の合 計 が82.7%で あ った 。先 行 の調 査 結 果 で もほぼ 同 程度 の 数字 か報 告 さ れ

て い る。

6)(参)-5(pp.44-46)に よ れ ば 独 立 系 の創 業者 の 中 ソ フ トウ ェア 関連 職 種 経 験 者 が と くに75年 以 降増 え
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18)(参)-29,P.97.

19)US.DepartmentofCommerce,BureauofCensus,Historical.Statisticsofthe.US,1975,pp:141 .-142;Censusof
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Office).

22),26)(参)-41,P.270.
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27)(参)-41,P.91.
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29)(参)-46,PP.8-13,

30)Ibid.,pp.119-160.

31)(参)-42,P.54.

32)(参)-17,PP.142-143.

33)(参)-1(1991)の 将 来 予 測(p.273)に よ れ ば,ソ フ ト プ ロ ダ ク ト市 場 は3.5%(1989)か ら17.5%

(2000)に 増 大 す る と あ る が,50%を 有 に 越 え て い る ア メ リ カ と比 較 す れ ば ま だ ま だ カ ス タ ム メ イ ド独 占 市 場
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